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子会社の異動（出資持分譲渡）に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 29 年 8 月 30 日開催の取締役会において、以下のとおり、当社連結子会社である大連大石

包装有限公司の出資持分の全部を三葉電機（香港）有限公司へ譲渡することを決議いたしましたので、お

知らせいたします。 

 

記 

 

１．出資持分譲渡の理由 

当社は、平成 14 年 6 月に大連大石包装有限公司を独資にて設立し、パルプモウルド包装材の製造・

販売を行なってまいりましたが、今後の海外戦略の一環として、選択と集中の観点から、当該会社の出

資持分を譲渡することとしました。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 大連大石包装有限公司 

（２） 所 在 地 中華人民共和国遼寧省大連市大連経済技術開発区東北 2街 37 号 

（３） 代表者の役職・氏名 董事長 久継 雅夫 

（４） 事 業 内 容 パルプモウルド包装材の製造・販売 

（５） 資 本 金 240 万米ドル 

（６） 設 立 年 月 日 平成 14 年 6月 13 日 

（７） 大株主及び持株比率 大石産業株式会社 100% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社の連結子会社です。 

人 的 関 係 
当社の取締役 1名、従業員 2名が、当該会社の役員を

務めております。 

取 引 関 係 当社は、当該会社から一部商品を購入しています。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 26 年 12 月期 平成 27 年 12 月期 平成 28 年 12 月期 

 純 資 産 212 百万円 203 百万円 183 百万円 

 総 資 産 219 百万円 210 百万円 189 百万円 

 売 上 高 81 百万円 60 百万円 56 百万円 

 営 業 利 益 △3百万円 △8百万円 △24 百万円 

 経 常 利 益 △2百万円 △9百万円 △20 百万円 

 当 期 純 利 益 △2百万円 △9百万円 △20 百万円 

会 社 名 大 石 産 業 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 大久保 則夫 

コード番号 ３９４３ 福証 

本社所在地 北九州市八幡東区桃園 2-7-1 

問 合 せ 先 常務取締役管理本部長 田中 英雄 

電話   093－661－6511 
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３．出資持分譲渡先の概要 

（１） 名 称 三葉電機（香港）有限公司 

（２） 所 在 地 香港北角英皇道 255 號國都廣場 17 樓 1706 室 

（３） 代表者の役職・氏名 董事長 多田 巧 

（４） 事 業 内 容 自動車部品の販売、マーケティング、投資 

（５） 資 本 金 3 百万米ドル 

（６） 設 立 年 月 日 平成 6年 11 月 3 日 

（７） 純 資 産 12,677 千米ドル（平成 28 年 12 月期） 

（８） 総 資 産 62,512 千米ドル（平成 28 年 12 月期） 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社ミツバ 86.67%、アメリカン・ミツバ・コーポレーション 13.33% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

 

４．出資持分、譲渡価額及び譲渡前後の出資持分の状況 

（１） 異動前の出資持分 
19,864,790.40 人民元 

（出資割合 ：100％） 

（２） 譲 渡 出 資 持 分 
19,864,790.40 人民元 

（出資割合 ：100％） 

（３） 譲 渡 価 額 約 133 百万円（8,100,000.00 人民元）（予定） 

（４） 異動後の出資持分 
0 人民元 

（出資割合 ：0％） 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 29 年 8月 30 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 29 年 8月 30 日 

（３） 譲 渡 実 行 日 平成 29 年 9月中（予定）※ 

 ※現地政府機関の許認可を取得することが、当該契約の発効要件であります。 

 

 

６．今後の見通し 

今回の出資持分譲渡により、大連大石包装有限公司は当社の子会社ではなくなります。 

また、現時点において、特別損失計上の可能性がありますが、影響は軽微であり、当社が平成 29 年

5 月 10 日に公表しました平成 30 年 3月期連結業績予想に変更はありません。 

 

以上 


